
国の取組状況について（作成中）  

＜健やか親子21の総合的な推進＞  

事業名・事業内容   
第1回中間評価   所管   第2回中間評価   所管   

O「健やか親子21」全国大会（平成13年度から毎年実施）   O「健やか親子21」全国大会（平成13年度から毎年実施）   
厚生労働省  

O「健やか親子21」公式ホhムページ運営（平成13年度～）   
度から毎年実施）  

厚生労働省   

O「健やか親子2＝公式ホームページ開設（平成13年度）  

＜課題1＞思春期の保健対策の強化と健  教育の推進  
事項（関連指  事業名・事業内容  

第2回中間評価  
118代の自殺に関すること（卜1）   
○自殺問題に関する総合的な研究事簑で、自殺の実態調査や予防対策の調香研究を行う。   

・厚生労働科学研究 こころの健康科学研究事案「自殺関連うつ戦略研究（平成17年～）」   
・厚生労働相学研究 こころの牡鹿科学研究事業「自殺の実態に基づく予防対策の推進に関する研究   
（平成16年～）」（主任研究者：北井暁子）   
・厚生労働科学研究 こころの健康科学研究事業「自殺企図の実態と予防介入に関する研究（平成16  
年－）」（主任研究者 保坂隆）  

110代の自殺に関すること（卜1）   
○自殺問題lこ関する総合的な研究事業で、自殺の実態調査や予防対策の調査研究を行う。   

・厚生労働科学研究こころの隠康科学研究事業「自殺対策のための戦略研究」（H17－現在実施中）   
・厚生労働科学研究こころの健康手斗学研究事業「自殺のハイリスク者の実態解明及び自殺予防に関  
する研究」（H21～新規）   

O「自殺総合対策大綱」改正（平成20年10月）   

「思春期・青年期において精神的問題を抱える者や自傷行為を繰り返す壱について、救急医療機関、  
精神保髄福祉センター、保健所、教育機関等を含めた連携体制の構築により適切な医療機関や相談  
機関を利用できるよう支援する等、精神疾患の早期発見、早期介入のための取組を推進する」という  
事項が追記された。   

2 性法染症に関すること（1－3、卜9）  

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

2 性感染症に関すること（1【3、卜9）   

O「性の健康週間」の実施  
性惑染症（川∨怒染を含む）の正しい知言鼓の普及活動   

○性教育の実践調査研究（平成16年度～）  
性教育の効果的な進め方に関する調香研究の実施と事例集の作成   

○中高生の心と休を守るための健康啓発教材の作成  

中高生が自らの心と休を守ることができるよう、喫煙、飲酒、薬物乱用や性感染症等の問題について  
総合的に解説する啓発教材の作成（平成†7年度～）  

○整染症発生動向調香事業   
○厚生労働科学研究 新興・再興感染症研究事業り生悠染症の効果的な蔓延防止に関する研究」（平成  
16年度）（主任研究者 小野寺昭【）  

3葉物乱用防止に関すること（卜5、111）   
O「ダメ。ゼッタイ。」普及運動の実施   
薬物乱用防止に関する啓発活動及び「626国際麻薬乱用撲滅デー」を周知させる   
○麻薬・貸せい剤乱用防止運動  

麻薬・党せい剤等の乱用による危害を広く国民に周知させる  

○薬物乱用防止新五か年戦略（平成15年7月）   
学校における薬物乱用防止教育の一層の推進   
○薬物に対する意識等調査の実施（平成17年度）  

4 喫煙防止対策（卜6）   
○受動喫煙防止対策実施状況調香の実施   

○たばこ対策緊急特別促進事業（平成17～用年度）   

○未成年者喫煙防止のための適切なたばこ販売方法の取組みについて（平成16年6月28日通知）  
たばこ関係業界へ未成年者喫煙防止に向けて、販売方法などの取組を要請する   

O「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」  
（平成16年6月8日締結 平成17年2月27日発効）   

○関係5府省による「未成年者喫煙防止対策ワーキンググループ」の設置   

○平成16－18年度厚生労働科学研究費補助金 址康科学総合研究事業「未成年者の喫煙実態状況に   
関する調査研究」（主任研究者林謙治）  

5 学校における取組   
○健康教育総合推進モデル事業（平成10年～14年）  
学校における性座敷育の推進及び学校外における健康教育学習の推進のための調否研究事業   

○学校・地域保健連携推進事業（平成16年度～）  

厚生労働省   

文部科学省  

文部科学省  

厚生労働省  

厚生労働省  

Or性に関する教育」普及推進事業  
・児童生徒の心と休を守るための啓発教材の作成事業   
中学生用、高校生用については、感染症について記述L、全ての中学1年生及び高校1年生に配布  

・指導講習会の開催（平成17年度－）  

・性教育の指導に関する実践推進事業（平成19年度～）  

文部科学省  

3．薫物乱用防止等に関すること（卜6、卜11）   
○児童生徒の薬物に関する意識調査（平成18年2月）   
○薬物乱用防止教育の充実について（平成20年9月17日20文科ス第639号局長通知）   
○児童生徒の心と体を守るための啓発教材の作成事業   

（中高生については17年度～、小学生については19年度～） 児重生徒が自らの心と休を守るこ  
とができるようにするため、喫煙、飲酒、薬物乱用などの問題について、総合的に解説する啓発教材を  
作成し、全ての小学5年生、中学1年生及び高校1年生に配布   

○芙物乱用防止教室開催状況調査   
○薬物乱用防止教室推進事業   

・中学校・高校への麻薬取締官OB等の依頼があった場合の受け入れ   
○毎年度、薬物乱用の有害性も含め、全小学6年生の保護者への薬物乱用一般の啓発資材を、全中学  
1年生には大麻・MDMA・違法ドラッグに関する啓発資材を作成し、文部科学省の協力をもとに配布  

4 喫煙・飲酒防止対策（卜7、1－8）   
○未成年者の喫煙・飲酒状況に関する全国調香   
○未成年者喫煙防止のための対面販売時における年齢確認等について（要請）平成20年9月16日（警牢  ）37340916001   
庁財理第号他党第号   
○受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書   
○受動喫煙防止対策について（健康局長通知）   

○世界禁煙デー 毎年5月31日にWHOのスローガンに沿ったシンポジウム等を開催  

・「20D9年世界禁煙デー記念シンポジウムJ  

Oたばこ対策促進等某  

5 学校における取組   
○学校保健委員会の設置状況調査（ト1の   

○児童・生徒における肥満に関する取組（1－5）   
・学校保健統計調香の実施  

文部科学省  
文部科学省  

文部科学省  

文部科学省   

厚生労働省  

厚生労働省  

文部科学省  

文部科学省  

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

文部科学省  

文部科学省   

厚生労働省  

厚生労働省  

文部科学省  

文部科学省  

文部科学省  

厚生労働省   

警察庁・財務省・厚生労働省   

外務省  

内閣府・警察庁・文部科学省・厚生労  
働省  

厚生労働省  

文部科学省  



文部科学省  

文部科学省  

○スクールカウンセラー等活用事業（公立学校へのスクールカウンセラーの配置等   
を支援）  

t「児童生徒の教育相談の充実について一生き生きとした子どもを育てる相談体制   
づくり－（報告）」   

・教育委員会におけるスクールカウンセラーの効果的な活用のための「活動方針等に関する指針」（ビ  
ジョン）の策定・公表、及び、地域や学校の実情に応じた柔軟な配置方式や勤務時間の仕組みの検討  

6．地域保偏における取組   
○思春期保健相談等事業   
思春期に特有の身体的、精神的問題等さまざまな相談に応じるとともに、正しい母性保健知識の普及  
指導等を行う   

○生涯を通じた女性の健康支援事業  

女性健康支援センターにおいて思春期から更年期に至る女性を対象とした健康相談を行う  

フ，摂食障害に関する取組（1－4）   
○厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業「児童・思春期摂食障害に関する基盤的調査研究」（平   
成21年～新規）  

8＿食育の取組（1－15、4－14）   
O「食育推進基本計画」に基づく子どもの健康づくりのための食育の推進について平成18年5月31日（産   
児母発案0531001号）   
O「保育所保育指針（厚生労働告示第141号）H20年3月28日」に保育所における「食育の推進」につい   
て明記した。   
・保育所保育指針の施行等について（産児発第0828001号）H20年3月28日（局長通知）   

○歯科保健と食育の在り方の関する検討会報告書   
○食育推進事業  
子どもの健やかな食習慣を培い、豊かな人間性を育むため、食害推進連絡会を設音するなど保健セ  
ンター、保育所、学校等関係性関の連携による取組を推進する  

学校と地域保健が連携し、健康相談活動の体制整備を図るための協議会の設置や事業の実施  

○スクールカウンセラー活用事業（平成13年度～）  

公立中学校ヘスクールカウンセラーを配置し、活用する際の調査研究を行う  

6．地域保健における取組   
○思春期保健相談等事業   

思春期に特有の身体的、精神的問題等さまざまな相談に応じる   

○食育等推進事業   
地方自治体が実施する思春期の間完劉二関する理解の促進、食を通じた心の健全育成事業などに補  
助を行う   

○生涯を通じた女性の健康支援事業   

女性健康支援センターにおいて思春期から更年期に至る女性を対象とした健康相談を行う   

7．摂食障害に関する取組   
○平成14～16年度厚生労働省精神・神経疾患研究委託費「摂食障害の治療のガイドライン作成とそ  
の実証的研究」（主任研究者石川俊男）  

文部科学省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省   

厚生労働省   



＜課題2＞妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援  
事項（関連指  名・事業内容  

第1回中間評価  買2回中間評価  
1．安全、安心な周産期医療体制の確保（2－1）（2－6）   

○母子医療施設整備費   

○総合周産期母子医療センター運営事業   
0周産期医療対策事業（周産期医療システムの整備等）   
○周産期医療施設のオープン病院化モデル事業（平成17年度～）  

1，安全、安心な周産期医療体制の確保（21）（Z【6）   
O「東京都の妊婦死亡事案を受けた周産期救急医療体制の確保について」（平成20年10月27日医政   
指発第1027001号・産児母発第1027001号）   
O一周産期医療対策車菓等の実施について」（平成21年3月30日医政発第0330011号）   
○総合周産期母子医療センター運営事業   
○地域周産期母子医療センター運営事業   
O「院内助産所・助産師外来施設・設備整備事業J（平成20年度～）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「周産期母子医療センタ】ネットワークによる医療の質の   
評価と、フォローアップ・介入による改善・向上に関する研究パ平成19年－）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「妊産婦死亡及び乳幼児死亡の原因究明と予防策に関   
する研究j（平成21年－）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「わが国における新しい妊婦健診体制構築のための研   
究」（平成2U年－j   

O妊産婦ケアセンター運営事業（平成21年～）  
2．不妊への支援（2－9、2rlO）   
○不妊専門相談センターの整備   
○特定不妊治療費助成事業   
○特定不妊治療費助成事業実施医療機関を対象としたアンケート調査の実施（平成21年3月3日）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「生殖補助医療の医療技術の標準化、安全性の確保と   
生殖医頼1こより生まれた児の長期予後の検証に関する研究」（平成19年～）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「不育症治療に関する再評価と新たなる治療法の開発に   
関する研究」（平成20年～）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「ライフスタイルの変化に伴う妊娠希望時の妊牟性減弱   
に対する病態解明、新規診断法と治療法開発のための研究」（平成21年～）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「女性生殖器における妊畢能の客観的な評価法の確立」  
（平成20年～）  

3 人材柾保・育成（2－7、2－8）   
○平成20年度厚生労働科学特別研究事業「助産師と産科医の協働の推進に関する研究」において、院   
内助産ガイドラインを作成するとともに、助産所の業粍ガイドラインの見直しを行う   

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省   

厚生労働庵   

厚生労働省  

2．不妊への支援（2－9、Z－10）   
○不妊専門相談センターの整備   
○特定不妊治療費助成事業  厚生労働省 厚生労働省  

3．人材確保・育成（2－8）   

○医師の需給に関する検討会（平成16年度－）   

○安全安心の助産ケアに係る推進事業（平成17年度）   
新人助産師に対する医療安全対策モデル研修の実施   
O「助産師養成数の確保について」（平成17年1月25日医政看発第0125003号）   
O「助産師の就業促進について」く平成17年3月14日医政毛先第0307001号）   
O「病院・診療所に勤務する看護師を対象とした社会人入学枠の導入について」（平成17年4月28日医政   
看発第0428001号）   
○厚生労働科学研究 特別研究事業（平成16年度）助産師確保に関する調査研究（主任研究者 加藤尚   
○厚生労働科学研究 医頼技術評価総合（平成17年度）助産ケアの提供システムに関する研究（主任研   
究者 加藤尚美）  

4 母性健康管理指導率項連絡カードの周知（2－5）   
O「母子位夜手帳の様式の改正について」（平成14年1月15日荘児母発第0115001号）  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

○助産師養成所開校促進事業（平成19年度～）   

○看護師等養成所運営事業   
○産科診療所における助産師確保のためのモデル事業   

O「院内助産所・助産師外来開設のための医療機関管理者及び助産師研修事業」（平成20年度一）   

○大規榎臨床研修病院における産科・小児科研修プログラム設定の義務化（平成21年度～）   

○分娩医・新生児医・産科後期研修医への手当支給（平成20年度～）  

4 働く女性の妊娠・出産に関する健康管理について（25）   
○平成20年度地方労働行政運営方針   
○平成21年痩地方労働行政運営方針   
○企業における働く女性の妊娠・出産に関する健康管理支援実態調否（平成20年度委託調査）   
○平成19年度雇用均等基本訊否  

5．妊婦健診に関する取組（2→4）   
○妊娠の届出状況に係わる調香結果及び早期の妊娠届出の勧奨等について（平成20年7月9日雇児母  

発0709001号）   
○妊婦健康診査を必要な回数（14回程度）受けられるよう公理負担を拡充（平成20年度第2次和正予   
・公費負担回数及び実施時期の考え方について   
・妊婦健康診査の内容等について   
・妊婦健診の受診の重要性について周知・広報の依頬   

○妊婦健康診査の公共負担の状況にかかる調査結果について（平成21年6月3日尾児母発第0603001   
0妊婦根診啓発のためのポスター・り一フレットの作成・配布「すこやかな妊娠と出産のために 妊婦健   
診を受けましょう」  

6′妊産婦に優しい環境作りの推進  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省   

○マタニティマークのポスター、り一フレツトのイ  



＜課題3＞ 小児保健医療水準  維持・向上させるための  
事項（関連指標）  事業内容  

第2回申問評価  第1回申聞評価  
1．乳幼児死亡の減少（3－4、3－5、3－6）（3－15）   

○乳幼児突然死症候群（SIDS）対策強化月間   
11月を対策強化月間として啓発普及活動を行う   

Or保育所保育指針解説書」においてSIDS予防対策として「うつぶせ寝にしない」等を明記した。（「SIDS」   

について注意を喚起するようにした）  ○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「妊産婦死亡及び乳幼児死亡の原因究明と予防策に関   

する研究」（平成21年～）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「乳幼児突然死症候群（SIDS）における病態解明と臨床   
的対応および予防法開発とその普及啓発に関する研究」（平成20年－）  

2．小児救急医療体制の整備（3－11、3－14、3→18）   
O「枚急医療対策事業実施要綱の一部改正について」く平成21年3月30日医改発第0330G13号）   

1．乳幼児死亡の減少（3－3、3－4、3－14）   

○乳幼児突然死症候群（SIDS）対策強化月間   
11月を対策強化月間として啓発普及活動を行う  

厚生労働省   

厚生労働省   

厚生労働省   

厚生労働省  

2．小児救急医療体制（3－10∴卜1了）   
○小児敷急医療体制の整備   

（小児救急医療支援事業など、小児救急患者の受け入れ態勢整備のための事業や、小児救急電話相  
談事芙、小児救急地域医師研修事業、小児救急医師確保等調整事業等）  

匿生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  O「入院を要する小児救急医療体制の取組情報」（厚生労働省医政局指導課調べ）   

O「救急医療施設等設置状況」（厚生労働省医政局指導課調べ）   
ヰ成21年度厚生労働科学研究r循環器疾患等の致命率向上に資する効果的な救急蘇生法の普及   
啓発に関する研究」   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「周産期母子医療センターネットワークによる医療の質の   
評価と、フォローアップ・介入による改善・向上に関する研究」（平成19年～）   
○小児初期救急センター事業、小児救急医療支援事業、小児救急医療拠点病院運営事業、NICU入院   
児支援事業  

3．人材確保・育成（3－19）   
○児童精神科医師の養成   

・平成20年度障害者保健福祉推進事業「児童思春期精神科における専門医療従事者の養成のため   
の実地研修プログラム開発に関する研究専業」にて児童精神科医養成のための研修プログラムを作  
成。   
ヰ成21年反障害者保健福祉推進事業「標準的なプログラムによる児童思春期精神科における専門   
医療従事者養成のための実地研修事集」において、児童精神科医養成のための標準的な研修の普  
及を図る。   
・思春期精神保性対策研修事業により児童思春期精神保健医療従事者を養成（平成13年度から実  
施）  

4．′小児医療の充実   
○小児慢性特定疾患治療事業   
○未熟児養育医療  

3．人材確保・育成（3－19）  ○医師の需給に関する検討会（平成16年度～）  厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省   

匿生労㈲省  

厚生労働省  
厚生労働省  

4．小児医療の充実   
○児童福祉法の改正  

小児慢性特定疾患治癒率業の法制化（平成17年4月施行）   
○未熟児養育医療  

5．育児支援（3－13）   
○乳幼児腱康支援一時預かり事業  
病気の回復期にあって、集団保育が困難な時期に保育所や病院等の専用スペースにおいて一時的な  
預かりを行う事業   

○自動対外式除細勤器（AED）普及啓発事業等（平成17年度～）  

厚生労働省  

厚生労働省  

5＿育児支援（3－12、3－13、3－14）   
○小児救急医療に関する普及啓発  

1休日・夜間の小児救急医療機関周知の取組   

もの救急ホームペ坤）  
（日本小児科学会監修）  
・非医療従事者による自動体外式除細勤器（AED）の使用について」（平成16年7月1日医改発第   
0781001号医政局長通知）   
イ応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要項」（平成5年3月30日消防救第41号消防庁次   
長通知（改 正 平成「8年8月15日消防救第112号））  

6．う菌の予防に関する取組（3－7）   
○平成21年度「第58回母と子のよい歯のコンクール」（平成21年4月3日医政発第0403009・0403010号   

厚生労働省医政局長通知）  O「平成20年歯科健康診 

度査（1歳6か月児及び3歳児健康診査）に係わる実施状況について」（平成21  

厚生労働省  

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

0414001号）  年4月14日  0414001号  



＜課題4＞ 子どもの心の安ら  かな発達の促進と育児不安の軽減  

第1回中間評価  第2回中間評価   

○出産前小児保健指導（プレネイクルビジット）事業  1育児支援（4－3）  

1育児支援（4－3、4－5、4－6）   

○地域子育て支援拠点事業   
O「児童委員・主任児童委員の積極的な活用による児童健全育成及び家庭教育支援施策の推進につい   
て」（平成21年3月16日20生参学第11号産児育発箋0316001号文部科学省生涯学習政策局男女共同参   
画学習課長・厚生労働省雇用均等t児童家庭局育成環境課長連名通知）   

2．児童虐待防止（4－1、4－2、44、4－13）   
O「都道府県・指定都市・児童相談所設置市における子ども虐待による死亡事例等の検証について」（平   
成21年7月15日屋児総発第D715第2号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）   
○子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第5次報告）   
○養育支援を矧＝必要とする児童等を早期に把握し適切な支援を提供すること等を目的とした「乳幼児   

家庭全戸訪問事業」及び「養育支援訪問事業」を児童福祉法に基づく事業とし、市町村に実施の努力義   
務を課すとともに、事業実施の為のガイドラインを策定し都道府県等に通知した。（平成21年度）   
○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「要保護児童における被虐待による問題や障害等の揖   
型化された状態像とケアの必要量の相互関連に関する研究」  

3 人材育成   
○児童精神科医師の養成（再掲）   

・平成20年度障害者保健福祉推進事業「児童思春期精神科における専門医療従事者の養成のため  
の実地研修プログラム開発に関する研究事業」にて児童精神科医養成のための研修プログラムを作  
成。  
t平成21年度障害者保健福祉推進事業r標準的なプロクラムによる児童思春期精神科における専門  
医療従事者養成のための実地研修事業」において、児童精神科医養成のための標準的な研修の普  
及を図る白  

4．退院後のハイリスク児のフォロー体制の取組（4－1D）   
O「周産期医療対策事業等の実施について」（平成21年3月30日医政発箋0330011号）  

5．情緒障害児支援（4－16）   
○先駆的ケア実施モデル事業（保健福祉調査委託黄）   

・平成19年11月の社会的養護専門委員会の提言を踏まえ、現行の施設類型のあり方及び子どもに  
とって必要なケアの質を確保するために人員の配置基準の引上げ等に向け、方策を検討する事業  

6 子どもの心の問題に関する取組  

○様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するため、都道府県域における拠点病院を中   
核とし、各医療機関や保健福祉機関等と連携した支援体制の稲築を図るための事業を実施するととも   
に、中央拠点病院による人 材育成や都道府県拠点病院に対する技術的支援等を行う（平成20年度～）  

○厚生労働科学研究子ども家庭総合研究事業「子どもの心の診療に関する診療体制確保、専門的人材  

厚生労働省   

厚生労働省  
厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

出産前から小児科医から育児に関する保健指導を受け、育児不安の軽減を図る  

○育児支援家庭訪問事業（平成16年度～）  
2 児童虐待防止（4－1、4－2、4－4、4－13）   

○児童福祉法の改正（平成り年4月施行）  

児童虐待防止対策等の充実・強化  

○児童虐待防止対策支援事業（平成17年度～）  

○児童虐待防止推進月間（11月）の実施（平成16年度～）  

3 人材育成   
O「子どもの虹情報研修センター」における専門研修の充実  

厚生労働省  

厚生労働省   

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省  

厚生労働省   
（平成20年－）  



資料1 ②  

地方自治体の取り組み状況（作成中）  

1・1都道府県版の「健やか親子21」の中間評価を行いましたか。  

ロ「健やか親子21」単独の中間評価をおこなった  

口次世代育成支援行動計画等、他の計画の一部として   

中間評価をおこなった  

qその他の形で中間評価をおこなった  

8中間評価は行わなかった  

ロ「健やか親子21」が策定されていなかった、もしくは他   

の計画にも盛り込まれていなかった  

□無回答  

1・2 「健やか親子21」の中間評価を行いましたか。  

政令市一特別区  
□r健やか親子2り単独の中間評価をおこなった  

ロ次世代育成支援行動計画等、他の計画の一部とし   
て中間評価をおこなった  

血その他の形で中間評価をおこなった  

8中間評価は行わなかった  

凸「健やか親子2りが策定されていなかった、もしくは   

他の計画にも盛り込まれていなかった  

ロ無回答  

臼「健やか親子21」単独の中間評価をおこなった  

口次世代育成支援行動計画等、他の計画の一部とし   

て中間評価をおこなった  

8その他の形で中間評価をおこなった  

口中間評価は行わなかった  

℡「健やか親子21」が策定されていなかった、もしくは   

他の計画にも盛り込まれていなかった  

□無回答  
46％  

1  

‾d   



2 「健やか親子21」の推進状況やその課題について，住民や関係者と協議を行っていますか。  

都道府県   政令市・特別区   市町村  

（％）   （％）   （％）   

議会等で協議をしている   29．8   5．9   7．3   

協議会等で他の世代の保健事  
12．8   22．4   

をしている  
26．1   

等で一緒に協議をしている   29．8   44．7   15．8   

に持っていない   25．5   22．4   47．2  

2．1   4．7   3．6   

母子保健運営協  

健康づくり推進  

業と一緒に協議  

その他の協議会  

協議の機会を特  

ロ母子保健運営協議会等で協議をして   

いる   

ロ健康づくり推進協議会等で他の世代   

の保健事業と一緒に協議をしている   

ロその他の協議会等で一緒に協議をし   

ている   

匂協議の機会を特に持っていない  

○無回答  

政令市・特別区  市町村  

2   



3 「健やか親子21」の推進に関わっている方（担当者）が、どのように次世代育成支援行動計画の策  

定に関わっていますか。  

都道府県   政令市・特別区   市町村  

（％）   （％）   （％）   

策定の主体となって取り組んだ   6．4   4．7   6．4   

主管部署と共同で策定した   44．7   50．6   38．1   

主管部署から意見聴取をされた   46．8   42．4   46．4   

策定にはほとんど関わっていない   0   2．4   6．8   

計画が策定されていない   0   0   1．6   

無回答   2．1   0   0．7   

ロ策定の主体となって取り組んだ  

ロ主管部署と共同で策定した  

ロ主管部署から意見聴取をされた  

ロ策定にはほとんど関わっていない  

日計画が策定されていない  

■無回答   

都道府県  政令市・特別区  



4 「健やか親子21」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する平成21年  

度の取り組み状況について  

（1）取り組んでいる都道府県の割合（％）  

都道府県   

0  20  40  60  80  100  

人工妊娠中絶、性感染症、薬物乱用問題に関する  

取組の推進  

満足できる「いいお産」について医療機関等と連  

携した取組の推進  

産科医師の確保・育成  

助産師の確保・育成   

医療機関等関係機関・団体と連携した取組の推進   

授乳室の設置など授乳しやすい環境づくりの促進  

小児科医師の確保・育成  

小児の二次救急体制の整備  

効果的な情報提供体制の整備（食育の推進）   

関係機関等のネットワークづくりの促進（食育の推  

進）  

食育の取り組み手例の収集及び検証の促進（食育の  

推進）  

子どもの生活習慣の改善について教育委員会との  

連携を活用した取り組みの推進  

4   



（2）取り組んでいる政令市・特別区の割合（％）  

政令市・特別区  

0  20  40  60  80  100   

人工妊娠中絶、性感染症、薬物乱用問題に関する取組の推進   

満足できる「いいお産」について医療機関等と連携した取組の  

推進  

満足できる「いいお産」について妊婦㌧パートナーが学習でき  

る母親学級の見直し  

満足できる「いいお産」についての妊婦に対する相談の場の提  

供等の促進  

妊娠期から産後までの継続した支援体制の整備  

産科医師の確保・育成  

助産師の確保・育成  

医療機関等関係機関・団体と連携した取組の推進  

授乳室の設置など授乳しやすい環境づくりの促進  

小児科医師の確保・育成   

小児の初期救急体制（在宅当番医，休日夜間急患センター）の  

整備  

慢性疾患児等の在宅医療の支援体制の整備   

周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制の  

確立  

育児不安・虐待親のグループの活動の支援   

生後4ケ月に達するまでに新生児訪問や乳児健診のいずれにも  

接触のなかった全乳児の状況把握  

休日健診の推進等乳児健康診査受診率の向上  

育児支援に重点をおいた乳幼児健康診査の実施  

食育の推進についての子育て支援センターと連携した取り組み  

食育の推進についての保育所■幼稚園と連携した取り組み  

食育の推進についての学校と連携した取り組み   

食育の推進についての農林漁業、食品産業間蓮根閤と連携した  

取り組み  

食育の推進についての住民組織・団体と連携した取り組み  

食育の推進についての関係機関による食育推進連絡会（協議  

会）の設置  

子どもの生活習慣の改善についての幼児健康診査の機会を通じ  

た取り組み  

子どもの生活習慣の改善についての学校における定期健康診断  

の機会を通じた取り組み   



（3）取り組んでいる市町村の割合（〔滝）  

市町村  

0  20  40  60  80  100   

人工妊娠中絶、性感染症、薬物乱用間違引こ関する取組の推進   

満足できる「いいお産」について医療機関等と連携した取細の  

推進  

満足できる「いいお産」について妊婦・パートナーが学習でき  

る母親学級の見直し  

満足できる「いいお産」についての妊婦に対する相談の場の提  

供等の促進  

妊娠期から産後までの継続した支援体制の整備  

産科医師の確保・育成  

助産師の確保・育成  

医療機関等関係機関・団体と連携した取組の推進  

授乳室の設置など授乳しやすい環境づくりの促進   

小児の初期救急体制（：在宅当番医，休日夜間急患センター）の  

整備  

慢性疾患児等の在宅医療の支援体制の整備   

周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制の  
確立  

育児不安・虐待親のグループの活動の支援   

生後4ケ月に達するまでに新生児訪問や乳児健診のいずれにも  

接触のなかった全乳児の状況把握  

休日健診の推進等乳児健康診査受診率の向上  

育児支援に重点をおいた乳幼児健康診査の実施  

食育の推進についての子育て支援センターと連携した取り組み  

食育の推進につし、ての保育所・幼稚薗と連携した取り組み  

食育の推進についての学校と連携した取り組み   

食育の推進についての農林漁業、食品産業関連機関と連携した  

取り組み  

食育の推進についての住民組織・団体と連携した取り組み  

食育の推進についての関係機関による食育推進連絡会（協議  

会）の設置  

子どもの生活習慣の改善についての幼児健康診査の機会を通じ  

た取り組み  

子どもの生活習慣の改善についての学校における定期健康診断  

の機会を通じた取り組み  

6   



健やか親子21推進協議会の取組状況について（作成中）  

健やか親子21推進協議会に参加している85団体を対象に「健やか親子21」に関する活動の状況についてアンケート調査を行い、  
今までに62団体（73％）から得た回答を得た。  

図1プロセスチェックリスト（2択）の結果（n＝62）   



0％  10％   20％   ∋0％   40％   50％   60％   

問2「健やか親子21」の推進について活発に検討や議論を行いましたか。  

問4 取り組む課題を明確にしましたか。  

■5よくできた  

問5 課題を達成させるための方策（事業）を明確にしましたか。  

問86およぴ7の指標についてのモニタノング（データを収集する）システムはありますか。  

■1できない  

■無回答   
問9 定期的に取組の評価を行いましたか。  

仰－「♯やか撫子21」岨の研究中鼻先どに●加し乱たか 

問12 他の機関や団体との連携を図りましたか。  

図2 プロセスチェックリスト（5段階評価）の結果（n＝62）  

※事業実績及び自由記載の内容については取りまとめ中  




